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第1編 総論 

 

第1章 一般廃棄物処理広域化基本計画の基本事項 

 

第1節 本計画の背景と目的 

1 ごみ処理基本計画 

名寄市、美深町、下川町、音威子府村(以下「本市町村」という。)のごみ処理においては、

名寄地区衛生施設事務組合(以下「組合」という。)による炭化センターの運営及び名寄市が所

有するペットボトル圧縮梱包処理施設、その他のプラスチック圧縮梱包処理施設については、

広域で利用している。また、平成30年度からは最終処分場についても組合による広域での利用

を開始している。さらに、下川町及び音威子府村においては生ごみの処理方法を堆肥化処理か

ら広域炭化処理へ変更している。 

今後のごみ処理については、「一般廃棄物中間処理施設整備基本方針(平成31年3月)」(以下

「施設整備基本方針」という。)で示すように、組合において焼却処理施設及び破砕選別処理

施設を整備し、広域処理を行う計画を進めている。 

また、本市町村のごみ処理状況の変化については、令和元年度より、スプレー缶類の分別排

出を開始している。 

本計画は、このようなごみ処理の状況の変化と廃棄物処理行政を取り巻く情勢の変化を踏ま

え、平成25年3月に策定した一般廃棄物処理広域化基本計画(以下「現広域化計画」という。)

のうち、ごみ処理基本計画(以下「現ごみ処理基本計画」という。)について、本市町村のごみ

処理に係る基本的事項を再整理し、新たなごみ処理目標の設定により循環型社会の推進へ寄与

するべく、ごみ処理基本計画の見直しを図るものである。 

 

2 生活排水処理基本計画 

本市町村の生活排水処理は、公衆衛生改善を目的として水質の保全･改善及び快適な生活環

境の向上を図るため、市街地を中心とした集合処理施設(公共下水道、農業集落排水処理施設)

の整備により進められてきた。しかし、これら集合処理整備区域内においても、未接続家屋に

おいては生活雑排水の公共用水域への未処理放流が存在している。 

また、集合処理区域以外の区域においては、本市町村で合併処理浄化槽の整備事業を進めて

いるところである。しかし、依然として生活排水を未処理で放流する単独処理浄化槽が点在す

るなど、公共用水域の水質保全を脅かす状況にある。 

このことから、本計画では長期的･総合的視点に立った計画的な生活排水処理対策を行うこ

とを目的に、合併処理浄化槽の整備事業を中心とした『生活排水処理基本計画』の基本方針を

見直し･策定するものである。 

 



概要版-2 

第2節 本計画の対象区域 

本計画は、名寄市･美深町･下川町及び音威子府村の1市2町1村の全域を対象地域とする。 

 

第3節 対象廃棄物 

対象とする廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号)」（以下

「廃棄物処理法」という。)に基づく『一般廃棄物』とする。 

 

第4節 計画の期間 

本計画は、現広域化計画を見直すものとし、令和元年度を計画見直し年度、令和4年度を中

間目標年度、令和9年度を計画目標年度とし、平成25年度～令和9年度までの15年間を計画期間

と設定する。なお、中間目標年度においては、社会環境などの状況変化に応じて柔軟に計画の

見直しを行うものとする。 

 

【計画期間と目標年度】 

年
度 

平成 令和 

24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6 7 8 9 

内
容 

計
画
策
定 

    
中
間
目
標 

 

計
画
見
直
し 

  

中
間
目
標 

    

計
画
目
標 

 

第5節 計画の性格と位置付け 

廃棄物処理法では、第6条第1項の規定により、『市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄

物の処理に関する計画(以下「一般廃棄物処理計画」という。)を定めなければならない。』こ

ととされている。 

一般廃棄物処理計画は、『一般廃棄物処理基本計画』、『一般廃棄物処理実施計画』から構成

されており、それぞれごみに関する部分(ごみ処理基本計画及びごみ処理実施計画)と、生活排

水に関する部分(生活排水処理基本計画及び生活排水処理実施計画)で構成されている。 

・・・同法施行規則(昭和46年厚生省令第35号)第1条の3の規定 

 

本計画は、この「ごみ処理基本計画」と「生活排水処理基本計画」を併せて『一般廃棄物処

理広域化基本計画』を策定するもので、本市町村における一般廃棄物処理事業の最上位計画と

なる。 
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【一般廃棄物処理(ごみ処理･生活排水処理)広域化基本計画の位置づけ】 

 

 

  

循環型社会形成推進のための法規制

環境基本法 環境基本計画

循環型社会形成推進基本法 循環型社会形成推進基本計画

廃棄物の適正処理

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

資源の有効な利用の

促進に関する法律

個別物品の特性に応じた規制

各種リサイクル関連法

リサイクルの推進

一般廃棄物処理計画

一般廃棄物処理広域化基本計画

ごみ処理基本計画 生活排水処理基本計画

一般廃棄物処理実施計画

ごみ処理実施計画 生活排水処理実施計画

北海道環境基本計画

北海道廃棄物処理計画

北海道循環型社会形成

推進基本計画

市町村総合計画
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第2編 ごみ処理基本計画 

 

第1章 ごみの排出及び処理の概況 

 

第1節 ごみの排出量と性状 

1 ごみ処理人口 

本市町村では、行政区域内の全人口を、ごみの計画収集人口としている。 

計画収集人口の推移では、各自治体とも減少傾向にあり、過去10年間(平成21年度～平成30

年度)で名寄市は約11%、美深町は約16%、下川町は約12%、音威子府村は約19%の減少となって

いる。 

 

 
【計画収集人口の推移】 

 

 
※四捨五入により、内訳の合計が100.0%とならない場合がある。 

【計画収集人口の自治体別割合の推移】  
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計 40,255 計 39,636 計 39,180計 38,741 計 38,182 計 37,597 計 37,035 計 36,558 計 36,004 計 35,468
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2 ごみの処理区分 

本市町村における家庭系ごみは、平成15年4月に、組合において、広域ごみ処理施設(一般廃

棄物処理施設)として『炭化センター』が稼働されてから、分別区分が確立されている。 

事業系ごみは、家庭系ごみの分別区分に準じて、直接搬入(排出者)のほか、一部で許可業者

による収集も行われている。 

 

3 ごみの区分別排出量の推移 

過去5年間(平成26年度～平成30年度)におけるごみの排出量を以下に示す。 

ごみ総排出量は増減しながらやや減少傾向にあり、平成30年度は平成26年度の約94%まで減

少している。 

 

 
【ごみ排出量の実績(1市2町1村総量)】 

 

  

8,700 8,504 8,370 8,341 8,040

4,253 4,497 4,445 4,647
4,200

397 373 353 361
326

計 13,350 計 13,374 計 13,168 計 13,349 計 12,566

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H26 H27 H28 H29 H30

ご
み
排
出
量
(
t/
年

)

年度

家庭系ごみ 事業系ごみ 集団回収量



概要版-6 

4 ごみの排出量原単位 

ごみ排出量原単位は、ごみ排出量を計画収集人口で除した日量を示す。 

以下に、家庭系ごみの区分別排出量原単位の実績を示す。 

 

 
※ごみ排出量原単位(g/人･日)は「ごみ排出量(t/年)÷計画収集人口(人)÷年間日数(日/年)×106」より算出して

いる。なお、平成27年度の年間日数は閏年のため366日/年として算出している。 

※家庭系ごみ排出量原単位(全量)は四捨五入により、内訳の合計と一致しない場合がある。 

【家庭系ごみ排出量原単位の推移(1市2町1村総量)】 
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第2節 ごみ処理体制 

1 ごみ処理フロー 

 

 
※平成31年4月からスプレー缶類の収集･処理をしている。 

【ごみ処理フロー(名寄市_令和元年度)】 

 

 
※平成31年4月からスプレー缶類の収集･処理をしている。 

【ごみ処理フロー(美深町_令和元年度)】 
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炭化ごみ

集団回収
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名寄地区一般廃棄物処理施設炭化センター

名寄地区広域最終処分場
名寄市風連一般廃棄物最終処分場

名寄市リサイクルセンター
名寄市風連リサイクルステーション

名寄市風連リサイクルプラザ

缶･びん選別･圧縮処理施設

炭化残渣(生成炭を含む)
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収集ごみ
直接搬入ごみ

炭化ごみ

一般ごみ

資源ごみ

その他(有害ごみ)

粗大ごみ

名寄地区一般廃棄物処理施設炭化センター

名寄地区広域最終処分場

名寄市リサイクルセンター
美深町リサイクルセンター

炭化残渣(生成炭を含む)

埋立

美深町リサイクルセンター

売却

処理業者

各資源化残渣
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※平成30年1月から生ごみを炭化ごみとして排出･処理している。 

※平成31年4月からスプレー缶類の収集･処理をしている。 

【ごみ処理フロー(下川町_令和元年度)】 

 

 
※平成31年4月から生ごみを炭化ごみとして排出･処理している。 

※平成31年4月からスプレー缶類の収集･処理をしている。 

【ごみ処理フロー(音威子府村_令和元年度)】 

 

  

収集ごみ
直接搬入ごみ

炭化ごみ

埋立ごみ

資源ごみ

その他(有害ごみ)

粗大ごみ

名寄地区一般廃棄物処理施設炭化センター

名寄地区広域最終処分場

名寄市リサイクルセンター
資源物分別保管施設

炭化残渣(生成炭を含む)

埋立

資源物分別保管施設 処理業者

売却

各資源化残渣

収集ごみ
直接搬入ごみ

炭化ごみ
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粗大ごみ

名寄地区一般廃棄物処理施設炭化センター

名寄地区広域最終処分場

名寄市リサイクルセンター
音威子府村リサイクル処理場
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埋立

音威子府村リサイクル処理場 処理業者

売却

各資源化残渣
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第3節 ごみ処理の施策 

1 発生抑制と再使用の推進 

本市町村では、ごみの発生抑制と再使用の推進に向けた施策に取り組んでいる。 

 

第4節 ごみ処理の評価 

1 ごみ処理の評価基準 

次に本市町村におけるごみ処理の実態を、全国平均値を用いて評価する。 

 

(1) 名寄市 

名寄市のごみ処理評価指数の算出結果は、「温室効果ガスの1人1日当たり排出量」で全

国平均を上回る評価指数となっている。 

しかし、「最終処分率」及び「減量率」の2項目で全国平均を大きく下回り、減量化が進

まないことで最終処分場への負担が大きい評価指数となっている。 

 

【評価指数の算出結果(名寄市)】 

区分 単位 全国平均 名寄市 評価指数 

1人1日当たりのごみ総排出量 g/人･日 920 1,013.29 89.9 

資源回収率 % 21.3% 15.2% 71.4 

最終処分率 % 9.0% 60.9% -476.7 

温室効果ガスの1人1日当たり排出量 kg/人･日 0.431 0.178 158.7 

1人当たりごみ処理経費 円/人･年 13,717 16,720 78.1 

(参考)減量率 % 74.6% 43.5% 58.3 

(参考)リサイクル率 % 20.2% 15.2% 75.2 
※温室効果ガスの1人1日当たり排出量の名寄市値は平成30年度値、その他は平成29年度値。 

※評価指数は、全国平均の指標値を100とした場合の名寄市の指標値の比率(または偏差値)である。 

※最終処分率の名寄市値は衛生センター残渣及び産業廃棄物を除く。 

※全国平均の指標は温室効果ガスの1人1日当たり排出量を除き、し尿、浄化槽汚泥及び産業廃棄物を除く。 

 

 
【ごみ処理評価の結果(名寄市)】 
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(2) 美深町 

美深町のごみ処理評価指数の算出結果は、「温室効果ガスの1人1日当たり排出量」で全

国平均を上回る評価指数となっている。 

しかし、「最終処分率」及び「減量率」の2項目で全国平均を大きく下回り、減量化が進

まないことで最終処分場への負担が大きい評価指数となっている。 

 

【評価指数の算出結果(美深町)】 

区分 単位 全国平均 美深町 評価指数 

1人1日当たりのごみ総排出量 g/人･日 920 1,107.18 79.7 

資源回収率 % 21.3% 20.8% 97.7 

最終処分率 % 9.0% 59.2% -457.8 

温室効果ガスの1人1日当たり排出量 kg/人･日 0.431 0.143 166.8 

1人当たりごみ処理経費 円/人･年 13,717 25,446 14.5 

(参考)減量率 % 74.6% 41.3% 55.4 

(参考)リサイクル率 % 20.2% 20.8% 103.0 
※温室効果ガスの1人1日当たり排出量の美深町値は平成30年度値、その他は平成29年度値。 

※評価指数は、全国の指標値を100とした場合の美深町の指標値の比率(または偏差値)である。 

※最終処分率の美深町値は衛生センター残渣及び産業廃棄物を除く。 

※全国平均の指標は温室効果ガスの1人1日当たり排出量を除き、し尿、浄化槽汚泥及び産業廃棄物を除く。 

 

 
【ごみ処理評価の結果(美深町)】 
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(3) 下川町 

下川町のごみ処理状況は、「資源回収率」、「温室効果ガスの1人1日当たり排出量」及び

「リサイクル率」で全国平均を大きく上回る評価指数となっている。 

しかし、「最終処分率」及び「減量率」の2項目で全国平均を大きく下回り、減量化が進

まないことで最終処分場への負担が大きい評価指数となっている。 

 

【評価指数の算出結果(下川町)】 

区分 単位 全国平均 下川町 評価指数 

1人1日当たりのごみ総排出量 g/人･日 920 848.21 107.8 

資源回収率 % 21.3% 37.1% 174.2 

最終処分率 % 9.0% 44.5% -294.4 

温室効果ガスの1人1日当たり排出量 kg/人･日 0.431 0.136 168.4 

1人当たりごみ処理経費 円/人･年 13,717 17,174 74.8 

(参考)減量率 % 74.6% 55.8% 74.8 

(参考)リサイクル率 % 20.2% 37.1% 183.7 
※温室効果ガスの1人1日当たり排出量の下川町値は平成30年度値、その他は平成29年度値。 

※評価指数は、全国の指標値を100とした場合の下川町の指標値の比率(または偏差値)である。 

※最終処分率の下川町値は衛生センター残渣を除く。 

※全国の指標は温室効果ガスの1人1日当たり排出量を除き、し尿、浄化槽汚泥及び産業廃棄物を除く。 

 

 
【ごみ処理評価の結果(下川町)】 
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(4) 音威子府村 

音威子府村のごみ処理状況は、「資源回収率」、「温室効果ガスの1人1日当たり排出量」

及び「リサイクル率」で全国平均を大きく上回る評価指数となっている。 

しかし、「最終処分率」及び「減量率」の2項目で全国平均を大きく下回り、減量化が進

まないことで最終処分場への負担が大きい評価指数となっている。 

 

【評価指数の算出結果(音威子府村)】 

区分 単位 全国平均 音威子府村 評価指数 

1人1日当たりのごみ総排出量 g/人･日 920 1,323.95 56.1 

資源回収率 % 21.3% 58.1% 272.8 

最終処分率 % 9.0% 38.7% -230.0 

温室効果ガスの1人1日当たり排出量 kg/人･日 0.431 0.122 171.7 

1人当たりごみ処理経費 円/人･年 13,717 38,605 -81.4 

(参考)減量率 % 74.6% 61.3% 82.2 

(参考)リサイクル率 % 20.2% 58.1% 287.6 
※温室効果ガスの1人1日当たり排出量の音威子府村値は平成30年度値、その他は平成29年度値。 

※評価指数は、全国平均の指標値を100とした場合の音威子府村の指標値の比率(または偏差値)である。 

※最終処分率の音威子府村値は衛生センター残渣を除く。 

※全国平均の指標は温室効果ガスの1人1日当たり排出量を除き、し尿、浄化槽汚泥及び産業廃棄物を除く。 

 

 
【ごみ処理評価の結果(音威子府村)】 

 

  

-300

-200

-100

0

100

200

300
1人1日当たりのごみ総排出量

資源回収率

最終処分率

温室効果ガスの1人1日当たり排出量1人当たりごみ処理経費

(参考)減量率

(参考)リサイクル率



概要版-13 

2 現ごみ処理基本計画目標の達成状況 

現状(平成30年度)における現ごみ処理基本計画の数値目標の達成状況を以下に示す。 

 

(1) 名寄市 

名寄市の現ごみ処理基本計画の達成状況は、1事業所当たり年間排出量は達成している

が、ごみ総排出量原単位及び家庭系ごみ排出量原単位について達成できていない。特に、

家庭系ごみ排出量原単位については大きな差があり、59.40g/人･日の減量が必要となって

いる。 

 

【名寄市の現ごみ処理基本計画目標の達成状況】 

項目 単位 
最新実績 

現ごみ処理 

基本計画目標 

平成30年度 令和9年度 

ごみ総排出量原単位(集団回収量除く) g/人･日 983.72 977 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   あと0.7%減   

家庭系ごみ排出量原単位 

(資源ごみ、有害ごみ、集団回収量を除く) 
g/人･日 474.40 415 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   あと12.5%減   

1事業所当たり年間排出量 t/事業所･年 2.47 2.52 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   ○   
※事業所数は平成26年経済センサス-基礎調査より、全産業(事業内容等不詳を除く)の事業所数(1,505事

業所)としている。 

 

(2) 美深町 

美深町の現ごみ処理基本計画の達成状況は、ごみ総排出量原単位及び1事業所当たり日

排出量は達成しているが、家庭系ごみ排出量原単位について達成できておらず、22.70g/

人･日の減量が必要となっている。 

 

【美深町の現ごみ処理基本計画目標の達成状況】 

項目 単位 
最新実績 

現ごみ処理 

基本計画目標 

平成30年度 令和9年度 

ごみ総排出量原単位 g/人･日 781.50 1,016 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   ○   

家庭系ごみ排出量原単位 

(資源ごみ、有害ごみを除く) 
g/人･日 429.70 407 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   あと5.3%減   

1事業所当たり日排出量 kg/事業所･日 2.4 5.6 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   ○   
※事業所数は平成26年経済センサス-基礎調査より、全産業(事業内容等不詳を除く)の事業所数(295事業

所)としている。 
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(3) 下川町 

下川町の現ごみ処理基本計画の達成状況は、1事業所当たり日排出量は達成しているが、

ごみ総排出量原単位及び家庭系ごみ排出量原単位について達成できていない。特に、家庭

系ごみ排出量原単位については、現在は生ごみを炭化処理しているため、大きく増加して

おり、132.12g/人･日の減量が必要となっている。 

 

【下川町の現ごみ処理基本計画目標の達成状況】 

項目 単位 
最新実績 

現ごみ処理 

基本計画目標 

平成30年度 令和9年度 

ごみ総排出量原単位 g/人･日 786.60 785 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   あと0.2%減   

家庭系ごみ排出量原単位 

(資源ごみ、有害ごみを除く※) 
g/人･日 430.12 298 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   あと30.7%減   

1事業所当たり日排出量 kg/事業所･日 2.3 2.5 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   ○   
※現ごみ処理基本計画においては、生ごみは資源としているため、該当値から除いている。 

※事業所数は平成26年経済センサス-基礎調査より、全産業(事業内容等不詳を除く)の事業所数(244事業

所)としている。 

 

(4) 音威子府村 

音威子府村の現ごみ処理基本計画の達成状況は、ごみ総排出量原単位、家庭系ごみ排出

量原単位及び1事業所当たり日排出量の全てにおいて達成できていない。特に、ごみ総排

出量原単位及び家庭系ごみ排出量原単位については、人口の減少による影響が大きく、

192.77g/人･日の減量が必要となっている。また、令和元年度から、生ごみを炭化処理し

ているため、さらなる減量が必要となる。 

 

【音威子府村の現ごみ処理基本計画目標の達成状況】 

項目 単位 
最新実績 

現ごみ処理 

基本計画目標 

平成30年度 令和9年度 

ごみ総排出量原単位 g/人･日 1,214.52 773 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   あと36.4%減   

家庭系ごみ排出量原単位 

(資源ごみ、生ごみ、有害ごみを除く) 
g/人･日 435.77 243 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   あと44.2%減   

1事業所当たり日排出量 kg/事業所･日 0.8 0.7 

 現ごみ処理基本計画の達成状況   あと12.5%減   
※事業所数は平成26年経済センサス-基礎調査より、全産業(事業内容等不詳を除く)の事業所数(71事業

所)としている。 
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第5節 ごみ処理行政の動向 

1 循環型社会形成のための法体系 

 
 

資料：資源循環ハンドブック2018(経済産業省) 

 

【循環型社会の形成のための法体系】 

 

  

○基本原則、○国、地方公共団体、事業者、国民の責務、○国の施策

循環型社会形成推進基本計画 ：国の他の計画の基本

循環型社会形成推進基本法(基本的枠組み法)

H13.1 施行
社会の物質循環の確保

天然資源の消費の抑制
環境負荷の低減

〈廃棄物の適正処理〉 〈3Rの推進〉

廃棄物処理法 資源有効利用促進法

(一般的な仕組みの確立)

H22.5 一部改正 H13.4 全面改正施行

①廃棄物の排出抑制

②廃棄物の適正処理

(リサイクルを含む)

③廃棄物処理施設の設置規制

④廃棄物処理業者に対する規制

⑤廃棄物処理基準の設定 等

①再生資源のリサイクル

②リサイクルが容易な構造 材料等の

工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進

容器包装

リサイクル法

家電

リサイクル法

食品

リサイクル法

自動車

リサイクル法

小型家電

リサイクル法

建設

リサイクル法

(個別物品の特性に応じた規制)

完全施行 H12.4

一部改正 H18.6

完全施行 H13.4 完全施行 H13.5

一部改正 H19.6

完全施行 H14.5 完全施行 H15.1

一部改正 H17.1

完全施行 H25.4

・容器包装の市町村に

よる分別収集
・容器の製造 容器包

装の利用業者による

再商品化

・廃棄家電を小売店等

が消費者より引取
・製造業者等による

再商品化

食品の製造 加工 販売

業者が食品廃棄物等を
再生利用等

工事の受注者が

・建築物の分別解体等
・建築廃材等の再資源

化等

・関係業者が使用済自

動車の引取、フロン

の回収、解体、破砕

・製造業者等がエア

バッグ シュレッ

ダーダストの再資源

化、フロンの破壊

・使用済小型電子機器

等を認定事業者等が
再資源化

グリーン購入法(国等が率先して再生品などの調達を推進)

H13.4 完全施行
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第6節 ごみ処理の課題 

1 ごみの発生抑制の課題 

「第4節 ごみ処理の評価」より、本市町村の「1人1日当たりのごみ総排出量」を全国平均

と比較すると、下川町は全国平均を下回ったが、名寄市、美深町及び音威子府村は全国平均を

上回る結果となっている。なお、平成29年度の埋立ごみ(一般ごみ)及び粗大ごみにおいて、平

成30年度からの広域最終処分への移行前の駆け込み搬入による一時的な増加もごみ排出量増加

の要因と考えられる。 

また、「リサイクル率」を同様に比較すると、美深町、下川町及び音威子府村は全国平均を

上回ったが、名寄市は全国平均を下回る結果となっている。 

これらの結果を踏まえ、さらなるごみ排出量の減量とリサイクル率の向上を目指し、ごみの

発生抑制に取り組んでいく方針とする。 

 

2 中間処理の課題 

本市町村におけるごみの中間処理は、組合の名寄地区一般廃棄物処理施設炭化センターで炭

化処理を行っているほか、名寄市の広域ペットボトル圧縮梱包処理施設と広域その他のプラス

チック圧縮梱包処理施設及び本市町村がそれぞれ有している資源化施設で資源化処理を行って

いる。 

今後の中間処理については、施設整備基本方針において示すように、可燃系ごみの焼却処理

施設、不燃ごみの破砕選別施設、資源ごみ(ペットボトル、プラスチック製容器包装類)の資源

化施設を整備し、処理するものとしている。 

各新中間処理施設について、施設整備基本方針を踏まえ、各施設の整備について検討を重ね

ていく。 

 

3 最終処分の課題 

「第4節 ごみ処理の評価」より、本市町村の「最終処分率」を全国平均と比較すると、「評

価指数」において各自治体とも全国平均を大きく下回る結果となっている。 

令和9年度稼働予定の中間処理施設により、最終処分量の減量が見込めるが、ごみの減量や

適正分別排出による住民意識の向上により、最終処分量を減量し、最終処分場の延命化に努め

る必要がある。 
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第2章 ごみ処理基本計画 

第1節 基本理念 

1 ごみ処理の基本理念 

本市町村では、現ごみ処理基本計画において、生活環境の基本的な問題であるごみの分別や

資源のリサイクルなどについて、循環型社会を構築するために従来のごみを燃やして埋めると

いう処理の考え方を改め、ごみの排出量を可能な限り削減するとともに、環境への負荷を最小

にするという考え方に転換しており、また、国の「環境基本法」及び「循環基本法」の理念で

ある『発生抑制(リデュース：Reduce)』、『再使用(リユース：Reuse)』、『再生利用(リサイク

ル：Recycle)』の3Rに、『不要なものは買わない･断る(リフューズ：Refuse) 』という積極的

な考え方を含めた4Rを推進し、資源を有効に活用した環境負荷の少ない循環型社会の構築を目

指すものとする。 

 

 
【基本計画の概念図】 

 

  

「循環型社会の構築」
住民の生活習慣や社会構造を根本から見直して、環境負荷の少ない社会を構築するため、「リ

デュース(Reduce：発生抑制)･リユース(Reuse：再利用)･リサイクル(Recycle：再資源化)･リ

フューズ(Refuse：発生回避)」の4Rを基本理念とし、住民･事業者･行政の協働によるごみの減量

及び再資源化の推進を図り、子供たちが夢と希望をもって、安心で美しく住みよい都市づくりを
目指す。

「施策の方向性」
1 住民、事業者、行政の役割に応じた取り組み

各活動主体が、それぞれの役割に応じて行動し、ごみの発生抑制と資源の循環に取り組む。

2 廃棄物の減量化
ごみの減量化のため、住民一人ひとりが日常生活における排出抑制と減量化に取り組む。

3 資源リサイクルの推進

資源ごみの有効的な回収を行うためにリサイクルセンターやストックヤードなどの施設整備の
検討を行うとともに、町内会などによる集団資源回収の推進と、市町村の巡回収集の活用を促進

し、使い捨てを無くそうという住民意識の醸成を図る。

4 一般廃棄物処理に伴う環境汚染を未然に防止するため、地域住民、事業者などの協力のも
と、長期的な視野で適正な処理を図る。また、産業廃棄物については、許可権者である北海道と

連携を取りながら適正な処理体制が図られるよう指導･監視を行う。

住民･事業者･行政
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第2節 基本方針 

1 ごみ処理の基本方針 

循環型社会形成の推進に向け、住民･事業者･行政が一体となり、相互に連携を図りながら、

それぞれが適切な役割を担い、ごみの減量化や資源化並びに適正な廃棄物処理に取り組み、4R

を推進すべく各種施策を行う。 

 

第3節 ごみ処理量の推計 

1 ごみ処理計画の目標 

本計画の目標年度は、現ごみ処理基本計画と同様に令和9年度とする。 

また、中間目標年度を令和4年度として設定し、計画策定の前提となっている諸条件に大き

な変動があった場合には、見直しを行うものとする。 

 

2 人口推計 

【行政区域内人口の推計結果】 
(単位：人) 

区分 名寄市 美深町 下川町 音威子府村 計 

平成30年度 27,224 4,291 3,274 679 35,468 

令和元年度 27,049 4,186 3,197 649 35,081 

令和2年度 26,874 4,079  3,119 618 34,690 

令和3年度 26,673 3,987  3,045 596 34,301 

令和4年度 26,472  3,895  2,971 574 33,912 

令和5年度 26,271  3,803 2,897 552 33,523 

令和6年度 26,070  3,711 2,823 530 33,134  

令和7年度 25,871 3,619 2,749 508 32,747 

令和8年度 25,677 3,531 2,679 491 32,378 

令和9年度 25,483 3,443 2,609 474 32,009 
※名寄市は「名寄市まち･ひと･しごと創生人口ビジョン(平成27年10月)」、美深町、下川町、音威子府村

は国立社会保障･人口問題研究所による将来人口推計(平成30年度)の推計値を基に、平成30年度におけ

る年度末人口実績を用いて補正をかけて算定している。 

 

 
【行政区域内人口の推計結果】 

27,224 27,049 26,874 26,673 26,472 26,271 26,070 25,871 25,677 25,483

4,291 4,186 4,079 3,987 3,895 3,803 3,711 3,619 3,531 3,443

3,274 3,197 3,119 3,045 2,971 2,897 2,823 2,749 2,679 2,609

679 649 618 596 574 552 530 508 491 474

計 35,468 計 35,081 計 34,690計 34,301 計 33,912 計 33,523 計 33,134 計 32,747 計 32,378 計 32,009
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3 ごみ排出量の推計 

新中間処理施設稼働予定の令和9年度から、炭化ごみ及び埋立ごみ(一般ごみ)を可燃ごみ及

び不燃ごみに分別区分変更するものとし、自治体ごとにごみ排出量の減量目標を設定してごみ

排出量の推計を行う。 

 

3.1 名寄市におけるごみ排出量の推計 

 

【減量目標の設定(名寄市)】 

区分 設定方法 

ごみ総排出量 
ごみ総排出量原単位 

(集団回収除く) 
令和9年度目標値 977.00g/人･日 

家庭系ごみ排出量 
家庭系ごみ排出量 

(資源回収されるもの) 
令和9年度目標値 1,262t/年 

事業系ごみ排出量 
1事業所当たり 

年間事業系ごみ排出量 
令和9年度目標値 2.52t/事業所･年 

集団回収量 集団回収量原単位 令和9年度目標値 28.54g/人･日 

 

3.2 美深町におけるごみ排出量の推計 

 

【減量目標の設定(美深町)】 

美深町減量目標 単位 
目標値 

(令和9年度) 

基準 

(令和元年度) 

基準に対する 

年間減量率 

ごみ総排出量原単位 

g/人･日 

940.15 947.73 0.1% 

家庭系ごみ排出量原単位 

(資源ごみ、有害ごみ除く) 
434.87 481.05 1.2% 

 

3.3 下川町におけるごみ排出量の推計 

 

【減量目標の設定(下川町) 】 

下川町減量目標 単位 
目標値 

(令和9年度) 

基準 

(令和元年度) 

基準に対する 

年間減量率 

ごみ総排出量原単位 

g/人･日 

825.77 846.08 0.3% 

家庭系ごみ排出量原単位 

(資源ごみ、生ごみ、有害ごみ除く) 
482.11 493.97 0.3% 

 

3.4 音威子府村におけるごみ排出量の推計 

 

【減量目標の設定(音威子府村) 】 

音威子府村減量目標 単位 
目標値 

(令和9年度) 

基準 

(令和元年度) 

基準に対する 

年間減量率 

ごみ総排出量原単位 g/人･日 1,205.44 1,235.08 0.3% 
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3.5 家庭系ごみ排出量の推計結果 

 

【家庭系ごみ排出量の推計結果】 
(単位：t/年) 

区分 
平成30年度 令和元年度 令和4年度 令和9年度 

(最新実績) (計画策定) (中間目標) (計画目標) 

名寄市 6,060 5,988 5,708 5,319 

美深町 967 1,024 925 783 

下川町 733 781 719 626 

音威子府村 280 269 235 192 

 

 
【家庭系ごみ排出量の推計結果】 

 

3.6 事業系ごみ排出量の推計結果 

 

【事業系ごみ排出量の推計結果】 
(単位：t/年) 

区分 
平成30年度 令和元年度 令和4年度 令和9年度 

(最新実績) (計画策定) (中間目標) (計画目標) 

名寄市 3,715 3,759 3,778 3,793 

美深町 257 428 418 402 

下川町 207 209 190 163 

音威子府村 21 24 21 17 

 

 
【事業系ごみ排出量の推計結果】 
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3.7 集団回収量の推計結果 

 

【集団回収量の推計結果】 
(単位： t/年) 

区分 
平成30年度 令和元年度 令和4年度 令和9年度 

(最新実績) (計画策定) (中間目標) (計画目標) 

名寄市 326 325 300 266 

 

 
【集団回収量の推計結果】 

 

3.8 ごみ総排出量の推計結果 

 

【ごみ総排出量の推計結果】 
(単位：t/年) 

区分 
平成30年度 令和元年度 令和4年度 令和9年度 

(最新実績) (計画策定) (中間目標) (計画目標) 

名寄市 10,101 10,072 9,786 9,378 

美深町 1,224 1,452 1,343 1,185 

下川町 940 990 909 789 

音威子府村 301 293 256 209 

 

 
【ごみ総排出量の推計結果】  
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第4節 基本方針に基づく施策の展開 

1 ごみの発生抑制･減量化計画 

循環型社会形成において、最も優先的に行うべき行動であるごみの発生抑制は、住民、事業

者及び行政が相互に連携を図りながら、それぞれが適切な役割を担って取り組むことが重要で

あることから、ごみ処理に関する各種情報の提供や適正分別排出などの指導を行い、ごみの減

量化の推進を図る。 

 

2 収集･運搬計画 

安定的な収集･運搬を維持し、快適で安全な生活環境を保全するとともに、効率的な収集･運

搬体制に向けて、ごみの搬出をするための規定の見直しや指導に努め、ごみの減量化の推進を

図る。 

 

(1) 基本方針 

ごみの収集･運搬は、当面は現行体制を継続する方針とするが、今後、関連リサイクル

法の改定や社会情勢の変化などにより、必要に応じて体制の見直しなどを検討していく。 

なお、炭化ごみ、埋立ごみ(一般ごみ)として排出しているごみは、新中間処理施設稼働

予定の令和9年度から分別区分変更し、可燃ごみは焼却処理、不燃ごみは粗大ごみととも

に破砕選別処理を行う。 

 

(2) 収集対象区域 

ごみの収集対象区域は、現行体制を継続し、行政区域全域とする。 

 

(3) 収集･運搬体制 

ごみの収集･運搬体制は、現行体制を継続する。また、令和9年度からの分別区分変更後

の収集･運搬については、今後、検討していく。 

 

(4) 分別区分 

ごみの分別区分は、令和8年度までは現行体制を継続する方針とする。 

なお、新中間処理施設稼働予定の令和9年度から炭化ごみと埋立ごみ(一般ごみ)のうち

炭化不適物を合わせて可燃ごみ、残りの埋立ごみ(一般ごみ)を不燃ごみとして排出する。 
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3 中間処理計画 

中間処理においては、ごみとして排出される前に4Rによるごみの減量及び資源化を推進し、

それでもなお排出されるごみに対しては、環境への負荷を極力低減するため、エネルギー回収

や資源化可能物の回収を進める。また、日々排出されるごみを安定･適正かつ安全に処理でき

る体制を確保する。 

 

(1) 基本方針 

ごみの中間処理は、令和8年度までは現行の処理施設にて処理を行うが、現在広域処理

を行っているごみについては、令和9年度稼働予定の新中間処理施設にて中間処理を行う。 

 

(2) 中間処理の方法 

基本的に令和8年度までは現行の処理方式を継続するものとし、広域処理、本市町村処

理を行うが、広域処理については、新中間処理施設稼働予定の令和9年度から炭化ごみ、

埋立ごみ(一般ごみ)として排出しているごみの分別区分を変更し、可燃ごみは焼却処理、

不燃ごみは粗大ごみとともに破砕選別処理を行う。 

また、破砕選別処理により発生する破砕可燃物は新焼却処理施設で焼却処理、破砕不燃

物は名寄地区広域最終処分場で最終処分し、焼却処理により発生する残渣は名寄地区広域

最終処分場で最終処分する。 

 

(3) 中間処理施設の整備計画 

現在炭化ごみや生ごみを広域処理している炭化センターに代わり、より経済性･効率性･

エネルギー有効利用性の高い処理を行うため、焼却処理施設を令和8年度までに整備する。 

また、可燃ごみ、不燃ごみへの分別区分の変更による分別の徹底のための処理施設側で

の対策を踏まえ、破砕選別施設を同じく令和8年度までに整備する。 

資源ごみのうち、ペットボトル及びプラスチック製容器包装類は、広域処理を継続する

ものとして事業主体を組合に移行し、各施設が老朽化していることから、これらの資源化

施設を更新整備する。 
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4 最終処分計画 

最終処分は、ごみの減量後、リサイクルが困難なごみに対する最終処理段階であり、廃棄物

処理行政を円滑かつ適正に進めるにあたって重要な施設であるため、ごみ減量化･資源化推進

により最終処分量を削減し、さらに適正な埋立処分を行う。また、日々排出されるごみを安

定･適正かつ安全に処理できる体制を確保する。 

 

(1) 基本方針 

ごみの最終処分は、現行体制を継続する。また、令和9年度からの新中間処理施設の稼

働後はごみの直接埋立を行わず、各中間処理後の残渣を埋立処分する。 

 

(2) 最終処分の方法 

基本的に現行の処理方式を継続するものとし、名寄地区広域最終処分場にて広域処分を

行うが、新中間処理施設稼働予定の令和9年度から可燃ごみなどを焼却処理、不燃ごみ及

び粗大ごみを破砕選別処理し、それらの残渣と本市町村の資源化施設処理残渣などを最終

処分する。 

 

(3) 最終処分場の整備計画 

現在最終処分を行っている名寄地区広域最終処分場の埋立期間は令和15年3月までとし

ているが、令和9年度からの新中間処理施設稼働により、現在直接埋立している埋立ごみ

を可燃系ごみと不燃系ごみに分別し、さらに破砕選別処理することで減量化･減容化する

ため、最終処分場の延命化が期待できる。 
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5 その他の計画 

(1) 災害時に発生する廃棄物対策の基本的事項 

地震等の災害時に発生するごみについては、本市町村が策定した地域防災計画に基づき、

災害廃棄物の収集･処理を実施する。 

なお、災害等により、組合の一般廃棄物処理施設での処理が困難となった場合には、他

自治体の既存施設での受け入れ･処理の支援を要請する。支援要請先の優先順位は上川総

合振興局内、北海道内、北海道外とする。 

また、本市町村が策定した地域防災計画や北海道災害廃棄物処理計画(平成30年3月)な

どを踏まえ、災害によって生じた廃棄物などの一時保管場所及び仮置き場の配置、避難生

活から発生するごみの処理など、災害によって生じた廃棄物の広域的な処理･処分計画と

なる「災害廃棄物処理計画」の検討を進める。 

 

(2) 不法投棄、不適正処理対策 

不法投棄については、違法行為であることや環境の汚染につながることを広報誌やチラ

シにより周知･啓発をするとともに、担当職員によるパトロールの強化やクリーンアップ

大作戦の実施により美化に努め、警告板などの設置を行い不法投棄の防止を図る。 

また、土地の所有者･管理者へ不法投棄の防止対策について指導を行うとともに、住民

などによる監視連絡体制の強化など、地域住民や関係機関との連携を強化し、不法投棄の

未然防止、早期発見に努める。 

不適正処理については、悪臭や粉じん、害虫の発生のほか、水質汚染や大気汚染が生じ

ることがあり、ときには重大な環境汚染が生じることもあるため、住民や事業者への適正

排出の徹底、廃棄物処理施設の維持管理対策強化、適正な循環的利用の確保などの不適正

処理対策に努める。 

 

 

 

  


